
土砂災害防止対策基本指針の主な変更ポイント

① 基本的な事項
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土砂災害警戒区域等の指定を早期に完了させ、土砂災害警
戒区域等の認知度向上を図ること

気候変動等による土砂災害の発生状況を踏まえて、土砂災
害の発生情報のより丁寧な情報収集や調査・分析を行い、
予測技術の向上に係る科学的知見の蓄積に努めること

※地理院地図にDEMを加工したデータを
重ねて表示

5mメッシュDEMより作成した地形図

土砂災害警戒区域等
の指定基準を満たす
箇所の抽出精度を向
上するため、今後の基
礎調査においては、数
値標高モデル（DEM）
等、より詳細な地形図
データを用いること

市町村地域防災計画
の変更等により、避難
訓練の実施状況といっ
た警戒避難体制の変
更がある場合は、それ
も調査の対象とするこ
と

② 基礎調査の実施に関する事項

③ 避難に関する事項

指定されている避難場所への避難が困
難になった場合には、例えば住居の斜面
とは反対側の２階以上に屋内避難すると
いったこと（次善の策）も考えられること

土砂災害警戒区域等の指定後、市町村は速やかに避難場
所等の見直しを行いハザードマップに反映すること

地区防災計画の検討では、専門家等の知見の活用を可能と
すべく、支援体制を整備することが望ましいこと

④ 危険降雨量および土砂災害警戒情報に関する事項

住民の避難に要する時間を考慮して、土砂災害警戒情報の
発表の可能性が高いときには、防災気象情報を踏まえて、
早めの警戒を呼びかけるよう取り組むこと

⑤ その他（住民への周知）

土砂災害警戒区域等の公表に加えて、現地に標識を設置す
ることなどにより、土砂災害に対する住民等の理解を深め、
避難の実効性を高めることが重要であること

土砂災害警戒区域等の表示方法はユニバーサルデザイン
に配慮することが望ましいこと

建築物の移転等に関する支援措置について、住民等に対し
適切に行うこと

○ 住民の防災意識を喚起しつつ、警戒避難体制づくりを推進することで、土砂災害防止対策を推進するため、
以下の内容を追加する


